
検証評価ワークシート(案)
	関係部局
	健康福祉部保健医療室健康づくり課、

教育委員会教育振興室高等学校課、市町村教育室小中学校課、

地域教育振興課

	プロジェクト名
	Ⅳ　次代の親をつくる
	概 要
	次の親になる世代に対して、家庭や子育てに関する理解教育の推進をはじめ、親まなび講座を実施するとともに、乳幼児とのふれあう機会を提供するなど、青少年が子育てを身近に感じる意識を醸成します。

	
	　子どもとのふれあい推進プロジェクト
	
	

	1 評価指標
	理想の子ども数と出生児数の差

	2 評価指標の推移、　 全国及び他府県比較
	○ 理想の子ども数と出生児数の差

【大阪府】

（単位：人）
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　　（資料）大阪府「府政世論調査」

　　        注：:調査対象は、20～40歳代既婚者

　　　　　     各年度数字は、理想の子ども数－出生児数(現在子ども数＋今後の予定子ども数)
	【全国】

（単位：人）

９年度

1４年度

１７年度

０．３７

０．４３

０．３７

　（資料）国立社会保障･人口問題研究所「出生動向基本調査(結婚と出産に関する全国調査)」

　        注：調査対象は、全国の妻の年齢50歳未満の初婚どうしの夫婦

各年度数字は、理想の子ども数－出生児数(現在子ども数＋今後の予定子ども数)

	3 関連指標
	(1)子育てに対して負担や悩みを持つ割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）　　　　
１３年度

１７年度

負担に思うことや悩みがある

負担に思うことや悩みは特にない

負担に思うことや悩みがある

負担に思うことや悩みは特にない

大阪府
79.2

20.3

80.5

16.7

全国
79.5

19.9

82.4

15.5

　 （資料）厚生労働省「21世紀出生児縦断調査」
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(2)子育てに対する不安や悩みの理由
（資料）財団法人子ども未来財団「子育てに関する意識調査」(16年12月)

	(3)児童（18歳未満）のいる世帯数と構成割合　　

【府内】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千世帯）
区　　　分
7年度

10年度

13年度

16年度

児童のいる世帯

総数

956
813
839
844
１人

401(41.9)
351(43.2)
346(41.2)
376(44.5)
２人

415(43.4)
345(42.4)
371(44.2)
367(43.5)
３人以上

140(14.7)

117(14.4)

122(14.6)

101(12.0)

平均児童数（人）
1.74
1.73
1.75
1.69
　　（資料）厚生労働省「国民生活基礎調査」

注：（　）の数字は、構成率
(4)地域の子どもたちの指導や世話をした割合の推移

【府内】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

区分

１２年度

１４年度

１５年度

１７年度

小学生

２２．４

１９．４

２４．８

２５．０

中学生

５．８

５．７

４．５

６．７

高校生

３．１

３．７

３．９

３．９

　　（資料）大阪府「小学生・中学生・高校生の意識と行動アンケート調査」
(5)単位こども会数、こども会員（小学生・中学生）数、加入率
　　【府内】
区分

６１年度

３年度

８年度

１３年度

１８年度

単位こども会数

7,115

6,514

5,209

5,018

4,143

会員数（人）

624,679

430,784

280,700

232,401

190,441

加入率（％）

５２．０
４５．６
３４．６
３１．４
２５．６
　　（資料）財団法人大阪府こども会育成連合会「こども会育成基本調査」

	4 要因・背景等
	家庭教育は、すべての教育の出発点であり、子どもが基本的な生活習慣や、他人に対する思いやり、自立心や自制心、社会的なマナーなど、「生きる力」を身につけるうえで重要な役割を果たすものである。

しかし、近年の都市化、核家族化、少子化、地縁的なつながりの希薄化などの家庭や家庭を取り巻く社会状況の変化の中で、家庭の教育力の低下が指摘されている。

こうした状況の中で、子どもたちの精神的な自立の後れや社会性の不足が顕著になっており、子どもたちが家族・社会の一員として、さらに将来の親として必要な基礎・基本を習得できるよう、将来の子育てに関する貴重な予備体験等、様々な体験を通じて、家庭を持つことの意味等について理解を深められるようにすることは重要である。

このため、子どもが成長し次代の親になるという観点から、将来、子どもを生み、育てることが有意義であるとの意識の醸成を図るとともに、子どもの健やかな成長と社会の一員として自立できるよう取組を進めることが必要である。
	　5 取組状況
	別紙のとおり

	6 　評　　　　価
	(1)緊急性・継続性

　　都市化、核家族化、少子化、地縁的なつながりの希薄化など家庭や家庭を取り巻く社会状況の変化により、子どもが子育てを身近に感じる機会が少ない中で、継続して取組を進めることが必要である。

(2)府の関与の必要性
　　家庭の教育力の向上を図るためには、府と市町村が連携し、子どもが成長し次代の親になるという観点から、家庭教育を支援する取組を進めることが必要である。

　　家庭教育を推進するにあたっては、市町村への指導助言など広域的な取り組みが必要であり、府の関与が求められる。

	(3)施策の効果

　　家庭の教育力の低下が指摘される中で、次代の親になる子どもたちが将来の子育てに関する貴重な予備体験を経験することにより、家庭の教育力の向上が期待できる。

(4)特記事項




	
	【総　合　評　価】

　都市化、核家族化、少子化、地縁的なつながりの希薄化など家庭や家庭を取り巻く社会状況の変化により、家庭の教育力の低下が指摘される中で、次の親となる子どもたちが家族・社会の一員として、さらに将来の親として必要な基礎・基本を習得できるよう、様々な体験を通じて、家庭を持つことの意味等について理解を深められるようにすることは重要である。

このため、子どもが成長し次代の親になるという観点から、将来、子どもを生み、育てることが有意義であるとの意識の醸成を図るとともに、子どもの健やかな成長と社会の一員として自立できるよう取組を進めることが必要であり、学校の授業で「親学習」の展開を図るなどにより、引き続き施策を推進していく必要である。
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